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要旨：2021年 4月より改正法令が施行され、眼の水晶体の線量限度が引き下げられた。これを受けて一般社団
法人日本放射線看護学会は「看護職のための眼の水晶体の放射線防護ガイドライン」を作成した。わが
国において、看護職に対する放射線教育が十分に行われているとはいえず、看護職の安全・安心のため
には眼の水晶体の線量限度の引き下げや、水晶体の被ばく管理・防護方策について看護職一人一人が理
解することが必要である。本稿は、ガイドラインの作成の背景と基準値の策定などにおける考え方を具
体的に示すことで、ガイドラインのより一層の理解が深まることを目的とした。

I. はじめに
国内において水晶体被ばくの管理や防護に関する
看護職の知識・認識・行動に関する調査の報告はほ
とんどみられないが、海外では透視検査などに入る
医療従事者（看護職を含む）の多くが線量限度の引
き下げについて知らないことや防護メガネを装着し
ていないことが報告されている 1, 2)。国内の看護基
礎教育や看護師を対象とした継続教育が十分に行わ
れていない現状3)から推察すると、海外同様に国内
の看護職にも線量限度の引き下げについてあまり知
られていないことが想定される。適切な放射線防護
がなされるためにも線量限度の引き下げを含む法令
改正やその経緯について看護職が理解することは喫
緊の課題であると考える。
一般社団法人日本放射線看護学会（以下、日本放

射線看護学会）では看護職の放射線被ばくの現状
や、放射線管理・防護の方策について 2020年 12月
に「看護職のための眼の水晶体の放射線防護ガイド
ライン」にまとめ、学会ホームページにて公開して
看護職が安全に安心して放射線診療に従事できる
ようにしている。ガイドラインは、17項目につい
て Q&A方式で要点をまとめ、それぞれに補足説明
がある。しかし、そもそもの眼の水晶体の線量限度
の引き下げの背景やガイドラインのポイントとなる
眼の近傍への個人モニタの装着基準の考え方などに
ついては、ガイドラインに十分な説明がない。そこ
で、より詳細な説明を加えたほうが、臨床で放射線
診療業務に当たっている看護職の理解の促進につな
がると考え、今回報告することとした。
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II．ガイドライン作成の背景
1． なぜ水晶体の線量限度が変更になったのか？
人における放射線被ばくと白内障の関連は、1900
年代前半から報告されており4)、1977年には国際放
射線防護委員会（以下、ICRP）は白内障を非確率
的影響（現在の組織反応）として位置づけ5)、1984
年にはしきい線量を>8 Sv（多分割照射または遷延
照射で受けた総線量当量）とした。しかし、近年の
疫学調査の結果から、これまで想定されていたより
も低い線量に被ばくした場合でも白内障が誘発さ
れることが示唆された 6–8)。これを受けて ICRPは、
2011年組織反応に関する声明（ソウル声明）の中
で、白内障のしきい線量を 0.5 Gyに引き下げると
同時に、水晶体の等価線量限度を年間 150 m Svから 
「5年間の平均を年間 20 m Sv、かついずれの 1年に
おいても 50 m Sv」へ引き下げることを勧告した9)。
白内障のしきい線量や水晶体の等価線量限度の変
遷についての詳細は、Hamada et al.10)や赤羽ら11)の
文献を参照されたい。2011年のソウル声明を受け、
国内においても原子力規制庁や厚生労働省で法令へ
の新たな線量限度の取り入れについて検討が行わ
れ、2021年に新たな線量限度を取り入れた法令が
施行されることが決定した。
ちなみに、ICRPはソウル声明で水晶体の線量限
度を「5年間の平均を年間 20 m Sv、かついずれの 
1年においても 50 m Sv」と勧告しているが、日本の
法令（労働安全衛生法　電離放射線障害防止規則の
一部を改正する省令、医療法施行規則、放射性同位
元素等の規制に関する法律施行規則等）では、「5年 
ごとに 100 m Svおよび 1年間につき 50 m Sv」と表
記されている。両者に実質的な違いはないが、実効
線量の線量限度「5年間につき 100 m Svかつ 1年間
に 50 m Sv」と表記を合わせたのだと考えられる。

2． なぜ看護職向けのガイドラインを作成すること
になったのか？
線量限度の引き下げについて放射線審議会（放射
線障害の防止に関する技術的基準に斉一を図ること
を目的として原子力規制委員会に設置されている諮
問機関）で議論する際に医療領域における水晶体の
防護の現状について関係機関（日本看護協会、日本
医師会、日本放射線技師会）にもヒアリングが行わ
れた。ヒアリングの中で、日本看護協会は、放射線
被ばくに関する専門的知識や放射線防護方策につい

て看護職が十分に習得できていない現状について触
れ、看護職の就労環境に配慮したガイドラインの作
成を要望した12)。
原子力領域に比べ、医療領域における放射線作業
従事者の管理は十分に行われておらず、誰をどのよ
うに管理すべきか統一した基準がないために施設間
で管理方法が異なることが懸念されている。水晶体
の被ばく管理においても同様の状況であり、誰をど
のように管理するのか決まっていない。さらに、医
療領域の中でも看護職は施設内でのローテーション
や病棟勤務者が放射線検査室へ検査介助に出向くな
ど、管理しにくい側面がある。また、看護職は基礎
教育や継続教育の中で十分な放射線教育が行われて
いるわけではなく、放射線に対する不安も強いこと
が報告されている3)。そのため、日本放射線看護学
会では、看護職が安全に安心して放射線診療に従事
するためには、水晶体被ばくの管理・防護について
手にとってわかるガイドラインが必要であると考え
た。
上記経緯を踏まえ、日本放射線看護学会では、一
般社団法人日本保健物理学会（以下、日本保健物理
学会）が作成した「眼の水晶体の線量モニタリング
のガイドライン」13)および関連学会が合同で作成し
た「医療スタッフの放射線安全ガイドライン」14)（委
員長：大野和子）を参考に、「看護職のための眼の
水晶体の放射線防護ガイドライン」を作成し、2020
年 12月 17日に日本放射線看護学会ホームページに
て公開した。

3． ガイドラインの目的は何か？
本ガイドラインの目的は以下の 2点である。
第一に、看護職自身が被ばく管理・防護について
理解することである。看護職の職業被ばく管理にお
いては、看護職一人一人が被ばく線量を適切に管
理・防護する方法を理解する必要がある。そのた
め、本ガイドラインは、看護職自身が行える被ばく
線量低減のための方策を記載した。
第二に、眼の水晶体の放射線防護について、医療
施設間の差をなくすことである。個々の看護職によ
る職業被ばく管理に加え、医療施設が組織として看
護職の放射線管理・防護方策を講じることが必要で
ある。しかし、放射線管理・防護においては施設に
よる差が大きく、看護職の中で誰をどのように管理
すべきか曖昧である。具体的には、不均等被ばく管
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理（体幹部と頸部の 2カ所に個人モニタを装着）に
すべき看護師と、さらに水晶体の等価線量をより正
確に測るために眼の近傍にも個人モニタを装着し、
合計 3つの個人モニタを装着すべき看護師の境界は
明確ではなく、施設間で管理方法が異なる可能性が
ある。そのため、本ガイドラインでは具体的な指針
を提示し、現場での混乱を軽減することを目的とし
た。

4． なぜ眼の近傍へモニタを装着する基準を 6 m Sv
としたのか？
水晶体の等価線量を正確に評価するためには眼の
近傍にモニタを装着し、体表面から 3 mmの深さの
線量当量（3 mm線量当量）を測定する必要がある
（日本保健物理学会のガイドライン13)では、1 cm線
量当量または 70 µm線量当量から算定する方法も示
されている）。2021年 1月現在、3 mm線量当量を
測定できる個人モニタのサービスは線量計測業者か
ら提供されている。しかし、管理の簡便さやコスト
の面から、全ての看護職が眼の近傍にモニタを装着
することは現実的ではない。そのため、眼の近傍に
モニタを装着するべき人を選定する基準が必要であ
ると考えた。
ガイドライン作成当初、眼の近傍に個人モニタを
装着する看護職をなるべく減らすことが実用的であ
ると考え、年間 20 m Svを眼の近傍に個人モニタを
装着する基準に設定した。しかし、諸外国・国際機
関の提示している値に比べて高いこと、さらに年間
20 m Sv/が 5年続いたら線量限度を超過してしまう
ことなどから、より低い線量を適用することとなっ
た。
そのために、まず国内において眼の近傍に個人
モニタを装着する基準としてどのような値が検討
されているのか確認した。日本保健物理学会のガ
イドライン13)や原子力規制庁の委託研究報告書15)

では、個人モニタの不確かさを考慮して検討して
いた。個人モニタには不確かさがあるとされるが、
ICRP、IAEAでは、個人線量計の容認される不確か
さを 1.5–216, 17)としている。つまり被ばく線量は個
人モニタの値±50～100%の幅を持っていることが
容認されていることになる。日本保健物理学会のガ
イドラインでは、個人モニタの不確かさをもとにし
て眼の近傍に個人モニタを装着する基準を設けるこ
とを一案として紹介している。横山らによる原子力

規制庁の委託研究報告書15)では、不確かさを考慮し
て眼の近傍に個人モニタを装着すべき線量レベルを 
10～15 m Svの範囲として推奨しており、本ガイド
ラインではこれらの線量レベル以下の値を眼の近傍
に個人モニタを装着する基準にすべきと考えた。
次に、被ばく線量の測定・評価マニュアル18)によ

ると個人モニタリングの目的は①線量限度を超えな
いことの確認、②線量限度に近いなら対策を発動す
る、③線量を見て作業環境の管理状況の把握と、必
要に応じた施設、作業方法の改善の 3つであるとさ
れている。これらの目的に照らすと、線量限度より
も低い線量を「管理上の基準」として設定し、線量
限度を超えないために、より安全な作業の確保と安
全な作業環境管理のために正確な線量測定を発動さ
せ、作業環境の改善などにつなげることも個人モニ
タリングの目的であると考えられる。水晶体の被ば
く管理においては、眼の近傍に個人モニタを装着す
る基準となる線量が「管理上の基準」の意味を持つ
と考えた。これは、前述の ICRPの 1977年勧告に
示される「調査レベル」という概念に通ずるもので
ある。
以上より、ICRPの 1977年勧告5)にある「線量限
度の 3/10を超える恐れがある場合は個人モニタリ
ングの対象とすべき」という記述と、国際放射線防
護学会やヨーロッパ連合の法令（EU指令）などが
設定している眼の近傍での線量測定を行う基準を参
考に検討をすすめた。最終的には改正された眼の水
晶体の等価線量限度の 3/10に相当する線量を管理
基準として設定し、その管理基準を超える恐れのあ
る場合に眼の近傍での個人モニタの装着を行うよう
にすることが合理的であると考え、本ガイドライン
では「頸部に装着した個人モニタ（以下頸部モニタ）
の線量が年間 6 m Svを超える恐れのある場合には
体幹部、頸部に加えて眼の近傍に個人モニタを装着
して線量測定すべき」とした。なお、不均等被ばく
がない状況でも、日本保健物理学会のガイドライ
ン13)に示されるように、実効線量が年間 6 m Svを
超える恐れのある場合には体幹部に加えて眼の近傍
に個人モニタを装着することとしている。

5． 本ガイドラインを運用した際、眼の近傍に個人
モニタを装着する看護職の人数はおおよそ何名
ほどになるのか？
ここで、頸部バッジの線量が年間 6 m Svを超え
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る看護職について以下の試算を行った。藤淵らの報
告では、看護師の頸部モニタでは、防護衣の内側に
装着した体幹部用個人モニタに比べて 6倍程度値が
高かったことが報告されている19)。核医学など一部
の放射線診療に従事する看護師をのぞいて、放射線
診療に携わる看護師は防護衣を装着し、防護衣の内
側に個人モニタを装着していると考えられ、その値
が各看護師の実効線量として計測されていると考え
られる。つまり、実効線量が年間 1 m Svを超える
看護職の場合、頸部モニタの線量は本ガイドライン
で眼の近傍に水晶体の等価線量測定用の個人モニタ
を装着すべき基準とした 6 m Svを超過する恐れが
あることになる。個人線量測定機関協議会のデー
タ20)では、実効線量が年間 1 m Svを超える看護師
は約 4,000人いることが報告されている。このこと
から、本ガイドラインを現在の日本の医療現場で適
用した場合、年間約 4,000人の看護師が眼の近傍に
水晶体の等価線量測定用の個人モニタを装着して放
射線診療に従事することになるだろうと考えられ
る。

III．終わりに
本ガイドラインの作成に伴って様々な文献や報告
書を確認した。その中で、医師や診療放射線技師を
対象とした調査に比べ、看護職に焦点を当てた基礎
的な調査は少なかった。看護職の被ばく線量は医師
や診療放射線技師に比べ少ないが、放射線業務へ
ローテーションで従事することや、検査室内での動
き・姿勢、教育背景、組織風土など看護職特有の被
ばくに関連する要因があると考えられる。本ガイド
ラインの周知が図られ確実に運用されることで、看
護職の水晶体被ばくの管理はより適切なものとなる
と考える。さらに、各放射線検査室内における看護
師の導線・姿勢などの動きと被ばく線量の関係や、
看護職の水晶体被ばくに関する知識・認識・防護行
動・教育・研修の実態などについて調査を行うこと
で、看護職の水晶体被ばくの実態とそれに影響する
要因を明らかにでき、看護職のより効果的な水晶体
被ばくの防護方法が見いだせると期待する。
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